
名古屋高等裁判所民事第 1 部 

 新谷晋司裁判長 加藤員祥裁判官様 小津亮太裁判官様 

  

証人尋問や弁論を踏まえて、 

安保法制の違憲判断を出してください 

 

 安保法制違憲訴訟は、今年 5 月 15 日には控訴審での最終弁論を迎え、判決を待つことになり

ます。 

控訴人側は、証人尋問や弁論を通じて安保法制法の違憲性を明らかにしてきました。例えば、憲

法9条が認めているのは自衛隊の実力の行使はあくまで、外部からの我が国に対する武力攻撃を

「排除」するための必要最小限度の実力行使であり、長距離遠征攻撃能力や他国を制圧するような

攻撃的兵器の保持はしないとしてきたのであり、長射程ミサイルや巡航ミサイルトマホーク、敵国

への継続的攻撃を目的とする空母などはその保持は認められて来ませんでした。現実はこれらの

保持が進められており、安保法制や最近の安保 3 文書の内容は、海外での「米軍の戦争」(武力行

使)に組み込まれることを意味し、昨年 4 月の米軍と自衛隊の作戦指揮機能の統合は、日米同盟

史上最も重要なアッブグレードです。 

 控訴人側は、他にもいろいろな角度から安保法制の違憲性を実証してきました。貴裁判所が、裁

判官の良心に基づいて、これらの証人尋問や弁論を踏まえて違憲判断を出してくださることを、こ

こに要請する次第です。 

 

名 前（ﾌﾙﾈｰﾑで） 住所（都道府県から番地まで、ご記入ください） 

  

  

  

  

  

 

【呼びかけ団体】 

安保法制違憲訴訟の会あいち 

    電話：080-4521―5252  メールアドレス：w.soshou.aichi@gmail.com 

【署名送付先】 

  〒453-0014 名古屋市中村区則武 1-10-6  

側島第一ノリタケビル２階 名古屋法律事務所 

【署名集約（到着）期限】      2026 年 6 月 30 日（厳守） 


